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1.  はじめに 
 2015年1月27日文部科学省から、「公立小学校・
中学校の適正規模・適正配置に関する手引き」が出
された。この手引きは、「近年、家庭及び地域社会
における子供の社会性育成機能の低下や少子化の進
展が中長期的に継続することが見込まれること等を
背景として、学校の小規模化に伴う教育上の諸課題
がこれまで以上に顕在化することが懸念」されると
し、市町村に積極的検討を求めるものであり、小規
模校は新たなステージに立たされることとなった。
本小論では、戦後からの「小規模校」をめぐる政策
において、小規模校とする基準と小規模校を解消す
べきとする課題がどのように捉えられてきたのかを
概観する。

2. 昭和32年手びきに至る経緯 
小規模校の統合政策については、この度新たに作
成された手引きによって廃止されることとなる「公
立小・中学校の統合方策について」（1956 年 昭和
31年11月17日付け文初財503号）、「学校統合実施
の手びき」（1957年 昭和32年）及び「公立小・中
学校の統合について」（1973 年 昭和 48 年 9 月 27
日付け文初財431号）が戦後政策の柱であった。 
 「公立小・中学校の統合方策について」は、中央
教育審議会の特別委員会において審議され、第 55
回総会で採択された「公立小・中学校の統合方策に
ついての答申」１）（1956年 昭和31年11月15日）
にもとづいて、文部事務次官名で出された通知であ
る。当該答申では、「小規模学校は教員組織の充実と
施設設備等の拡充を図るうえで困難を伴うことが多
い」とし、「適正な規模にまで統合をすることは義務
教育水準の向上と学校経費の合理化のためきわめて
重要」であるとして、市町村合併に伴う統合のみな
らず、小規模学校の統合の促進を図るものであった。 
ここでいう市町村合併とは、1950年代進められた
市町村合併政策による、いわゆる「昭和の大合併」
といわれるもので、1953年(昭和28)「町村合併促進
法」は、市町村規模を第3条「町村はおおむね、8000
人以上の住民を有するのを標準」とした。その際、
用いられたこの約8000人という数字は、「新制中学
校1校を効率的に設置管理していくために必要と考
えられた人口」2)であった。 
本法は、3年の時限立法であったため、1956年「新
市町村建設促進法」が制定された。新法では、「第8
条 新市町村は、その設置する小学校又は中学校で
経営の合理化と教育効果の向上を図るため規模を適
正化することが適当と認められるものがある場合に
おいては、･･･通学区域の変更に関する計画を定め、
これを実現するように努めなければならない」とし、
「学校統合」を重要施策に据えた。第  条「国の
補助金」の交付、第  条「財政上の優先的な取り
扱い」において、小・中学校の新築、改築、増築を
その対象とし財政的に支援することでその推進を図
ることを定め、年に「補助額億円で開始し」
３）された。
戦後の第期の学校統合は、こうした市町村合併
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という一般行政の効率化の流れの中で、答申、通知
が出され、翌年「手びき」が出されたのである。 
 
3. 小規模校の基準の登場 
 「おおむね12学級ないし18学級を標準とする」
という文言は、1956年答申においてはじめて「小規
模学校を統合する場合の規模」として明記されたも
のであった。 
さらにこの通知に続けて出された「手びき」では、
「一つの指標として5学級以下の学校」を取り上げ、
「複式学級」の存在や中学校における「教科別教員
配置」といった観点から、こうした規模の学校には
とくに問題が大きいとしている。 
しかしながら、「手びき」で示されている統計をみ
ると、1956年の現状は本校だけでいうと、5学級以
下の学校の割合は、小学校で約 15％、中学校で約
23％、6 学級～11 学級の学校は、小学校で約35％、
中学校で約43％であり、全国的にみれば、小学校で
は約66％、中学校約73％が適正規模に収まっていな
いという状況であった。(章末、表1参照) 
 さらに「手びき」では、これらの小規模学校の相
当数は「へき地」にあり、とくに5学級以下の学校
についていえば、小学校で約44％、中学校で46％が
「へき地手当支給校」であることに言及し、「へき地
教育振興法」による特別な考慮が必要なものを除い
ては、「極力、学校規模の適正化を促進するように努
力すべき」としている４）。 
この「標準」は、1958 年(昭和 33 年)の「学校教
育法施行規則」の改正によって、第41条「小学校の
学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする」
と法的規定となる。 
国の財政負担についても、1958 年(昭和 33 年)に
は、「義務教育諸学校施設費国庫負担法」が制定さ
れた。「第3条 国の負担」において、一般の小学
校の校舎の新築又は増築に要する経費については
 であるのに対して、「公立の小学校及び中学校
を適正な規模にするため統合したことに伴つて必要
となつた校舎の新築又は増築に要する経費 二分の
一」と高く設定された。
こうした財政上の優遇措置によって統合は進み、
～年度にかけて、「年間に小中学校の新設
校は 校、関連学校  校」にのぼったとみ
られる。 
 
4. 1970年以降の状況 
小規模校をめぐる状況は、1970年に「過疎地域対
策緊急法」が出されることによって、統合に向けさ
らに大きく進むこととなる。本法は、さきの「手び
き」へと至る過程と同様に、あるいは、それ以上に
教育政策とは別のラインから出されたものであり、
学校は、過疎対策行政の意向に巻き込まれることに
なった。 
本法は、「年率 ％を超える人口減少が続く中で、
人口の急激な減少により地域社会の基盤が変動し、
生活水準及び生産機能の維持が困難となっている地
域（＝過疎地域）について、緊急に生活環境、産業
基盤等の整備に関する総合的かつ計画的な対策を実
施するために必要な特別措置を講じることにより、
人口の過度の減少を防止するとともに地域社会の基
盤を強化し、住民福祉の向上と地域格差の是正に寄
与することが目的」とされた。ここでは、国の補
助の特例として、一般地域の学校の統廃合に対して
の国庫負担率が１/２であるのに対して、過疎地域の
学校統廃合の場合は、2/3 とされた。独自で学校施
設設備の整備が行えない過疎地域の市町村では、こ
れを機に統廃合を拙速に進めようとする行政と地域
住民の間で軋轢が多く発生した。 
若林によれば、1968～74年度の「わずか7年間に
全国小中学校末の約1割近くがこの激波をうけるこ
とになる」が、実際に統合されたのは、「必ずしも
6学級以下の小規模校でない点」に注目している7)。 
(章末、表2参照) 
 
5. 「公立小・中学校の統合について」通知 
国庫補助率が高く設定されたことによって、過疎
地域の学校の統合が地域住民との間で紛争を生じ、
統合を予定しながら、「実施しなかった学校」が出
るなどの問題を引き起こした8)。 
文部省はこうした行き過ぎた状況が発生している
事を認め、「「学校規模を重視する余り無理な学校統
合を行い、地域住民等との間に紛争を生じたり、通学
上著しい困難を招いたりすることは避けなければな
らない」として「公立小・中学校の統合について」を
通知した。 
 また、先述したように統合校が「必ずしも適正規模
以下」の学校でないという状況を受け、「統合後の学
校の規模が相当大きくなる場合や現に適正規模であ
る学校について更に統合を計画するような場合は、統
合後の学校における運営上の問題や児童・生徒への教
育効果に及ぼす影響などの問題点をも慎重に比較考
慮」9)することを求め、事態の鎮静を図ろうとした。 
 当該通知は、ここに至るまで約15年間つづいた補助
金の増額などのインセンティブにより、学校統合を加
速する政策に対して、文部省として、一定の歯止めを
かけたものであると言える。 
 さらに、当該通知は「小規模学校には教職員と児
童・生徒との人間的ふれあいや個別指導の面で小規模
学校としての教育上の利点も考えられるので、総合的
に判断した場合、なお小規模学校として存置し充実す
るほうが好ましい場合もあることに留意すること」10)
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として、これまでそのデメリットのみが言及されてき
た小規模校について、メリットが取り上げられたので
ある。 
しかし、文部省自身が1956年の「手びき」において
「小規模学校が多数存在することは、わが国の義務教
育水準の向上をはばむ大きな原因」としていたことや
行政管理庁業績監察局「過密・過疎地域における義務
教育に関する行政監察」(1969年10月13日)により「2
過疎地域における児童・生徒の学力について」におい
て、全国学力調査結果の地域類型別および学校規模別
の比較を論拠として、「過疎的傾向が著しい地域･･･
小規模学校、とくに複式学校がその他のものに比較し
て劣る」11)としてきたことに対し、どのように捉えな
おしたのか、あるいは、そうしたデメリットをどのよ
うに克服するものであるのか、についての言及はなか
った。 
 
6. 初等中等教育分科会「小・中学校の設置・運営
の在り方等に関する作業部会」(2008年)設置の背景 
 この間も先述同様に、学校統合は市町村合併に伴
って進行するのであるが、合併政策をめぐる状況は、
1995年(平成7年)に「合併特例法」が制定され、2005
～2006年度は合併数がピークに達した。3200あった
市町村は1,700にまで減少している。いわゆる「平
成の大合併」が行われている。 
 一方「昭和の大合併」の時とは異なり、小規模校
が必ずしも過疎地域に存在するのではなく、少子化
の進行が都市部中心のドーナツ化とあいまって、都
市中心部で出現してきたのである。これに対して
1992年（平成4年）には、総務庁行政監察局から「児
童生徒数原子用への対応」とした勧告が出されて、
児童生徒数の大幅な減少しているが、過疎地域等を
除きあまり減少していないために、学校規模が徐々
に小さくなっていることを指摘し、「都市部におけ
る小規模校、特に適正規模を大きく下回るものにつ
いて、学校規模の適正化の推進」を求めている12)。 
 作業部会が開設された2008年は、「通学区域の弾
力的運用」（1997年通知）やその発展型の「学校選
択制」の導入から約5年が経過し、都市中心部での
統廃合がある程度進みつつあった時期といえよう。 
「作業部会」は、2008年に中央教育審議会初等中
等教育分科会において月日、「小・中学校の設
置・運営の在り方などについての専門的な審議を行
うため」に設置が決定されたものである。第回作
業部会 月  日の冒頭のあいさつで、小川正人主
査が「中でも学校の適正配置につきましては、渡海
大臣からも、できれば年内を目途に作業部会として
の結論を出してほしいとの発言があったとお聞きし
ております」と述べていることからも文部科学省
の強い姿勢が伺える。 
 少子化だけではなく、人口動態の地域格差が拡大
しており、地域によって学校統合における課題の在
り方が大きく異なるなかで、「合併特例法」による
合併後 10 年間に限って交付金を減額しないという
特例と7割を国が負担するという合併特例債を頼り
に進む合併を契機に、小規模校のさらなる統合を図
ることがねらいであったと思われる。 
 
7. 作業部会で示された現状認識 
淵上教育制度改革室長からの資料説明では、「学
級数別の学校数」の年代別グラフを取り上げて、小
学校について「最も小さな学級以下の極小規模の
学校の割合というのは、ずっと一貫して減少してき
ております。また  学級以上の極めて大規模な学
校の割合というものも少なくなってきているという
状況は見てとれると思います。またから学級
の規模の学校の割合は、比較的ここ近年多くなって
きている状況にはございます。ただ一方で、平成
年度で見た場合の  学級以下の学校の割合という
のが、合わせまして％という状況にございます。
また、今後の子供たちの減少がさらに進むというこ
とを考えますと、こういった小さい規模の学校がこ
のままではもっと増えていくのではないかといった
ようなことも懸念されるところでございます」。
中学校の状況について、「から学級規模の割合
は、平成 年度 ％と、これも過去と比較して
高い割合になってきてございますけれども、これよ
り大きい学校の割合は減少してきておるわけでござ
います。ただ一方で、学級以下の学校の割合とい
うものを見ますと、％という状況になっており
ます。小さい規模の学校が増えてきているという状
況でございます」と説明を加えている。章末、表
3、表4、表5、表6参照) 
 小学校では、昭和56年(1981年)から2,266校が
減少し、うち5学級以下の学校が半数を占めている
が、渕上教育制度改革室長は、「6～11 学級」の学
校と5学級以下の学校を合わせた率に注目している。 
しかし小学校における学級数だけで言えば、1958
年（昭和33年）59.3%、1973年（昭和48年）58.0%、
1981 年（昭和56 年）48.0%であり、499.9％という
現状はさして変化が大きないとは言えない。渕上が
6～11学級」の学校にこだわっている背景には、
万人弱という児童数の大幅な減少があり、それによ
る学級を編制している人数が小さくなっているこ
とにあるのではないかと思われる。
 この点に関係して、大嶺委員からは「だからほん
とうに 人を クラスとしてやっていくのがいい
のかどうなのかということがあります。そういうと
ころから、やはり適正ということを、ただ単に 
学級とかどうこうということではなくて、 クラス
31
和歌山大学教育学部附属教育実践総合センター紀要 【別冊】 
の人数が  人でいいのかなという視点も考えてい
く必要があるのではないかなと」という意見が出
されている。同様の意見は他の委員からも出されて
いるが、学級規模についての追加説明といったもの
はなく、これ以上議論の進展は見られなかった。
 
8. 「12～18学級」という標準 
 5 において、行政管理庁業績監察局「過密・過疎
地域における義務教育に関する行政監察」で学力と
学校規模の関係性についての言及がなされ、小規模
校の解消の必要性が主張されたが、作業部会でもこ
の点に関して質疑応答がされている。 
荒瀬委員による「小規模校のデメリットというの
がよく出てきていますが、･･･同一学年の学級担任の
数だとか、同一教科の教員の数だとか、そういった
ことと、全国学力・学習状況調査の結果との相関な
どについてのお示しというんでしょうか･･･」とい
う質問に対して、佐藤教育制度改革室長は「我々の
ほうで、まだそういったデータについては、今のと
ころは十分精査をしてございませんので、担当課の
ほうに話をしてみて、どういった対応ができるかと
いうのを、できるかどうかを含めて確認をさせてい
ただければと思いますけれども」と答弁している。
「全国学力・学習状況調査分析」のデータからすれ
ば、求められている相関分析は技術的には可能であ
ると思われるが、この後もいっさい示されていない。
つまり、第回作業部会で示された「学校規模に
よるメリット・デメリット（例）」は、小規模校の教
育効果・成果とし数量的データに基づくものではな
い。「学校の適正配置に関して都道府県・市町村が作
成している計画等」や委員の意見やヒアリングなど
をもとに事務局が作成したものである。そのため、
第回作業部会の議論において賛否がわかれる意見
が続出している。
結局、全回の作業部会では、「～学級を
標準」とすることに対して、一律に考えるのではな
く、地域に拠る差異や小中による差異を鑑みるべき
ではないか、とする意見は出されたが、大きな反対
は出されていない。
「標準」という考え方に対して、例えば、貞広委
員は「この場で議論するべきことは、一定のスタン
ダードとか標準ということではなくて、むしろ･･･、
考え方も示していく。あくまでも標準はから
学級という現状を維持した上で、でも考え方として
小さな学校をどうしていくかということをどれだけ
我々が情報として提示できるかというところが大
事」だと述べている。
では、なぜこの作業部会で「標準」とすることを
確認する必要があったのか。政策立案側の意図は、
高岡委員の「数字の上では変わらないんだけれども、
変わらないということを改めて公表すること、そし
てそれが指針であるとここで言うことによって、大
きく統廃合の方向にかじを切らざるを得なくなって
くる市町村が見えてくるんです」)という発言が言
い得ているであろう。
 第12回作業部会で示された「資料2 小・中学校
の適正配置に関するこれまでの主な意見等の整理」
では、「コラム」を設けている。4 つのコラムのう
ち、3 つは国立教育政策研究所葉養正明により第 2
回作業部会で提出されたものを引用している。「コ
ラム 1」では、「全国の市町村教育長を対象とした
意識調査では、小・中学校の規模縮小への対応策に
ついて、『困難はあっても小中学校の適正規模の維持
を基本として統合方策を検討する』という回答が約
 割弱であるが、具体的な統合に関する計画を策定
するなど検討を終了し、配置の見直しの実施段階の
市町村、実施済みの市町村は約 割程度である」
ことを、「コラム」では、同意識調査で「学校規模
の標準」について「現在の標準が適正である」と考
えて割合が半数であることを、「コラム」では、学
校現場や教育委員会が考える小規模学校の課題とし
て、「良い意味での競い合いや切磋琢磨の機会が少な
い」「組織的・機能的な子どもの集団づくりができに
くいという回答が多い」ことを掲載している。 
 結局のところ「主な意見」では、「適正配置の検
討を行うに当たり、小・中学校は地域の文化施設、
精神的支柱という側面も持つことを踏まえることは
大変重要なことである」と一端の配慮をしながらも、
「小・中学校は義務教育のための施設であるから、
子どもの学習の場としての機能を高めていくという
教育論を第一として考えていかなければならない」
とした。こうして、「主な意見」は、「子どものた
め」を明確に理念として掲げることで、各教育委員
会が直面する困難を少しでも和らげることを図ると
ともに、直面する困難な状況を具体的にあげてその
対応を示すなど、立ち止まっている教育委員会に促
進を強く促すものとなった。
 作業部会はこの「主な意見の整理」を  年 
月にとりまとめ、月に初等中等分科会に報告した。
しかしながら、その後民主党に政権が移り、大きな
政策的転換が実施されるなか、初等中等分科会でも
取り上げでられることはなかった。

9. 「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置に関
する手引き」に至る経緯 
「経済財政運営と改革の基本方針 2014」(2014 年 
H26年6月24日閣議決定)において、「第2章経済
再生の進展と中長期の発展に向けた重要課題」の中
で、教育再生の実行として、「学校規模の適正化に
向けて、距離等に基づく学校統廃合の指針について、
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地域の実情も踏まえつつ見直しを進める」と記され
ると5年間棚上げ状態であった事態は一気に進んだ。 
7 月には「教育再生実行会議 第五次提言」に、
「学校規模適正化に向けた方針の作成」が盛り込ま
れ、9 月には「学校規模適正化等に関する調査実態
調査」が実施されるとともに、「調査研究協力者会
議」が開催された。またあわせて「少子化から生じ
る課題に対応している教育委員会や子どもの体力向
上に知見のある研究者からのヒアリング」が実施さ
れた。 
そして12月には、「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」(2014年 H26年12月27日閣議決定)にも盛
り込まれ、2015年1月27日には、「新手引き」が
通知されたのである。 
この間中央教育審議会では、2015年 1月19 日に
なって、初等中等教育分科会において、議題として
取り上げられのみである。 
矢継ぎ早に出される閣議決定の背景にはどのよう
な状況があるのか。 
6で先述したように、1995年(平成7年)に「合併
特例法」が制定され、2005～2006年度はピークに達
した合併からおよそ 10 年が経過したことは、「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」が打ち出される背
景として看過できない要因であろう。 
経過措置として取られてきた優遇特例が、2015年
前後で、多くの合併市町村で期限を迎えることにな
るのである。この影響で300以上の市町村が財政難
であるといわれている。 
合併によって効率化を図るとしていた自治体であ
ったが、行政施設の集約化は合併による面積の拡大
で利便性から集約は進まず、さらに、少子化・高齢
化の急速な進展によって行政サービスのコストは増
加した。優遇特例が打ち切られることは、苦しい財
源をさらに圧迫する。自治体は行政サービスの見直
しを迫られているである。 
こうした財政環境の中で自治体は、「学校をコミ
ュニティの核」とも捉えられている地域住民に対し
て、必要となる大きな資金をも含めて、ある程度の
承認を得る必要がある。災害からの安全という観点
もあいまって非常に難しい問題となっているのであ
る。 
 
10.「新手引き」のポイント 
 「新手引き」における改訂の大きなポイントは、
11学級以下、5学級以下として小中の区別なく取り
扱ってきたものを「クラス替え」ができるか否かを
大きな観点として取り入れ、小中別、さらに区分を
細分化したところにある。 
これによって、小中とも5学級以下の複式学級が
存在する規模では、統合などにより「速やかに」適
正規模に近づけることが求められるが、単級の場合
でも児童生徒数に注目し、児童生徒数が少ない場合
には、5学級以下の学校と同じ対応が求められる。 
 「半数以上の学年でクラス替えができる規模」で
あるとされた小学校9～11学級、「全学年でクラス
替えができ、同学年に複数教員を配置できる規模」
の6～8学級以上の中学校については、「学校統合等
による適正配置」が求められていない23)。 
「クラス替え」が可能か否かが、学校統合等の判
断において大きく扱われるのはなぜか。「手引き」
では、「学級数が少ないことによる学校運営上の課
題」として、「①クラス替えが全部又は一部の学年
でできない」としてあげられており、その他クラス
が複数あることに直接関わると考えられるものが②、
③にあげられている24)。「複数の学級を編制できる
場合の影響」として、「人間関係に配慮した学級編
制が可能」、「クラス替えを契機として児童生徒が
意欲を新たにすることが可能」がその理由としてあ
げられている25)。「新手引き」では、これらはあく
まで「学校運営上の課題」であって、教育上の効果
や教育上のデメリットとしては扱われていないこと
にも注目すべきであろう。 
 もうひとつのポイントは、「学校統合を選択しな
い場合」として第4章に充実についての対応策を示
していることにある。これは、これまでも学校統合
に反対する意見としてあった、「学校と地域とのつ
ながり」、「地域の拠点としての学校」という考え
に一定の配慮を示すものではあるが、通学距離を「ス
クールバスなどを利用して1時間」としても、統合
可能な学校を複数統合しても、もはや標準に達する
ことが不可能な地域の存在を受けたものであるとも
言えよう。 
 
11. おわりに 
 和歌山県においては、「速やかに統合」に向かう
ことができない環境にある学校は少なくない。今後、
「新手引き」で求められている小規模校の活性化に
どのように取り組んでいくのか、本紀要で挙げたこ
れまでの和歌山大学における実践や地域の取組を合
わせ、新たな方策を開発することが喫緊の課題であ
る。 
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１）横浜国立大学現代教育研究所所編『中教審と教
育改革』三一書房1985年、pp.34-35。 
２）総務省「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併
の特徴」 
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